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Deloitte Private発行「ファミリーオフィス イ
ンサイト シリーズ（グローバル版）」創刊号の
エグゼクティブサマリーへようこそ。

本レポートでは、投資、リスク管理、雇用、サス
テナビリティ、後継者計画、デジタルトランス
フォーメーションなど、今年の主要トレンドに関
連するファミリーオフィスの優先事項や活動を
紹介しています。

Deloitte Privateの調査では、景気後退や地
政学的な懸念にもかかわらず、ファミリーオフィ
スは成長に対して概ね楽観的な見方を共有し
ていることが明らかになりました。多くのファミ
リーオフィスが新たな投資機会を求め、資産ク
ラスや地域を超えたポートフォリオの多様化を
模索しており、その多くにおいてサステナブル投
資に注目しています。

ファミリーオフィスの前向きな成長見通しは、外
部人材の雇用、第三者サービスプロバイダーへ
の依存度の増加、オペレーショナルテクノロ
ジーの近代化、サイバーセキュリティへの取り
組みの強化など、ファミリーオフィスの拡大とプ
ロフェッショナル化の継続にも拍車をかけてい
ます。同時に、ファミリーリーダーの世代交代が
間近に迫っており、ファミリーオフィスは後継者
計画と次世代育成を優先しています。

このような新たなトレンドを把握するため、
2023年9月から12月にかけて、世界各地の
シングルファミリーオフィス354社を対象に調
査を行いました。これらのファミリーオフィスの
平均運用資産（AUM）は20億米ドル、関連す
るファミリーの平均資産は38億米ドルです。こ
れを合計すると、AUMは7,080億米ドル、ファ
ミリー資産は1兆3,000億米ドルに上ると推定
されます。また、Deloitte Privateでは、調査
結果やトレンドについて直に見解を尋ねるため、
ファミリーオフィスのシニアエグゼクティブ40
名に詳細なインタビューを行いました。

本サマリードキュメントは、これらの調査結果
の背景となる集計結果と分析のスナップショッ
トを提供するものです。集計結果、トレンド、見
解の詳細については、インタラクティブなレポー
ト全文をご覧ください。
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経済的、地政学的な不確実性にもかかわらず、ファミリーオフィスは
困難な情勢を乗り超える能力について依然として楽観的であり、70％
が2024年にAUMが増加すると予想し、79％がファミリーの総資産
が増加すると予想しています。リスクと機会のバランスを取りながら、
ファミリーオフィスは長期的な投資見通しを維持する計画ですが、ポー
トフォリオを多様化し、好機的な取引に資本投下することで機敏さを
維持しています。

ファミリーオフィスは、今年の市場リスクのトップ3として、景気後退
の懸念、地政学リスク、インフレを挙げています。同時に、投資リスク
の管理は、ファミリーオフィスにとって今年の戦略的優先事項のトップ
であり、61％が新たな投資機会を求め、53％がポートフォリオの多
様化を目指し、33％がインフレ緩和策を導入しています。

1 2

5%

24%

70% 79%

16%

4%

増加

ファミリーオフィスが運用するAUM ファミリーの総資産

変化なし
減少

増加
変化なし
減少

2024年に予想される資産およびファミリーオフィスのAUMの変化 2024年に認識されている市場リスクのトップ3
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プライベートエクイティへの投資

世界的な景気後退

地政学リスク

インフレ

70%

62%

41%

新たな
投資機会の追求

ポートフォリオの
多様化

インフレリスク
緩和策

ファミリーオフィスが投資する資産クラスの調査では、プライベートエ
クイティがパブリックエクイティを抜き、トップとなりました。2023年
には、プライベートエクイティがファミリーオフィスの平均ポートフォリ
オの30％を占め、2021年の22％から増加しました。また、パブリッ
クエクイティに関しては、平均ポートフォリオの25％を占め、2021年
の34％から減少しています。今年、ファミリーオフィスの30％近くが
プライベートエクイティへの投資拡大を計画しています。
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パブリックエクイティ プライベートエクイティ

2023年

パブリックエクイティ プライベートエクイティ

出所：2021年の数値は「The European Family Office Report」 
（Deloitte・Campden Wealth）による。

プライベートエクイティがトップにリスク管理への注目不確実な時代にもかかわらず
成長を予測
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現在、ファミリーオフィスの46％がサステナブル投資を行っています。
欧州での導入率は2021年の45％から現在は57％に増加する一方、
北米では34％から26％に減少しています。このような減少にもかか
わらず、サステナビリティの平均ポートフォリオシェアは、今後5年間
で、グローバルでは17％から29％に上昇すると予想されており、こ
れは71％もの大幅な増加です。

ファミリーオフィスの10社に4社が今年、スタッフの追加雇用を検討
し、29％がプロフェッショナル（ファミリーメンバー以外）人材の雇用
を選択しており、プロフェッショナル化が進む兆しを見せています。現
在、ファミリーオフィスの責任者のうち、ファミリーメンバー以外のプ
ロフェッショナルは35％に過ぎませんが、この数字は事業承継後に
は49％に跳ね上がると予想されています。ファミリーオフィスが人材
を雇用するセクターの上位は、金融サービス（64％となり、人材発掘
の中心的ターゲットとなっている）、会計事務所（44％）、コンサルティ
ング会社（25％）です。

4 5
平均的なファミリーオフィスのAUMが20億米ドルに達する一方で、
スタッフ数はわずか15人であることから、ファミリーオフィスの3分の
1以上（34％）は今年、取り組みの規模を拡大し、専門性を高めるた
めに第三者サービスプロバイダーへの依存度を高めようとしています。
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2024年に予定されているファミリーオフィスの雇用の変化

2024年に予定されているファミリーオフィスのアウトソーシングの変化：
第三者へのアウトソーシングへの依存度

出所：2021年の数値は「The European Family Office Report」
（Deloitte・Campden Wealth）による。
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今年、ファミリーオフィスの半数近く（43％）がテク
ノロジー戦略を策定または展開しています。ほぼ
5社に1社（17％）がテクノロジーへの投資が不十
分であることをファミリーオフィスの中核的なリスク
として認識し、また4分の3近くのファミリーオフィス
が近代的なビジネス運営に必要なオペレーション
テクノロジーへの投資が不十分（34％）、または中
程度（38％）であることを認めています。
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注目すべきことに、ファミリーオフィスの43％が過
去12～24カ月間にサイバー攻撃を受けており、
25％は3回以上の攻撃を受けています。しかし、約
3分の1（31％）のファミリーオフィスはサイバーセ
キュリティ戦略を導入しておらず、43％は導入して
いるものの、改善できる余地があると回答していま
す。ファミリーオフィスの5社に1社以上（22％）が
サイバー攻撃を今年の中核的リスクとして警告して
おり、今こそ先手を打つべきときです。

8 サイバー脅威への
取り組み
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10ファミリーのうち4ファミリー（41％）が今後10
年以内に世代交代を迎えるなか、特に41％が現在
計画を策定していないことから、後継者計画は
2024年の重要な優先事項となっています。

9 後継者への道筋を描く
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ファミリーリーダーは後継者計画を策定しているか

回答者の3分の1近くが、次世代はファミリーオフィ
スの後継者としての準備ができていない（30％）、
あるいは引き継ぐ資格がない（28％）と答えていま
す。その結果、次世代が2024年に最優先すべきこ
とについて、31％がメンタリング／トレーニングを
受けること、22％が後継者計画だと回答しています。
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